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韓国憲法の沿革と特色
　附・韓国憲法条文
法学博士宋台植
1　韓国憲法の沿革
（一）前史
　（1）　大韓国国制
　韓国は，朝鮮王朝末葉の1899年7月，法制度を整えるため，議政府議政ヂ
容善を総裁とし，議定官9名からなる法規校正所を設置した。時代的潮流と
国際的に通用する法制定という観点から，米国人の議政府賛務Gen．Legender
（韓国名・李善得），Gen．Greathouse（同・具禮〉，Dr．Brown（同・柏卓安）
の3名を議定官に特任して，立法業務を進めた。その結果，同年8月17日，
全9条からなる「大韓国国制」を制定，高宗の裁可を得て，頒示した。これ
が「大韓帝国」の憲法であり，韓国最初の成文憲法といわれている！1）
　　〔大韓国国制〕
　第1条　大韓国は，世界万邦で公認された自主独立の帝国である。
　第2条　大韓帝国の政治は，由前則500年伝来し，由後則互万世不変の専制
政治である。
　第3条　大韓国大皇帝は，無限の君権を享有し，公法にいう自立政体であ
る。
　第4条　大韓国臣民が大皇帝の享有する君権を侵損する行為をすれば，そ
の己行末行を問わず，臣民の道理を失った者と認める。
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　第5条　大韓国大皇帝は，国内陸海軍を統率し，編制を定め，戒厳，解厳
を命ずる。
　第6条　大韓国大皇帝は，法律を制定し，その頒布と執行を命じ，万国公
共の法律を効倣して，国内法律も改正し，大赦，特赦，減刑，復権を命じ，
公法にいう自定律例である。
　第7条　大韓国大皇帝は，行政各府部の官制と文官の俸給を制定或は改定
し，行政上，必要な各項勅令を発し，公法にいう自行治理である。
　第8条　大韓国大皇帝は，文武官の瓢防任免を行い，爵位，勲章及びその
他栄典の授与或は遮奪し，公法にいう自選臣工である。
　第9条　大韓国大皇帝は，各有約国に使臣を派送駐紮し，宣戦，講和及び
諸般條約を締結し，公法にいう自遣使臣である。
　この国制の特色は，①国号を大韓国と明示した。韓国は，それまで朝鮮ま
たは大朝鮮国と公称したが，1897年8月15日を期して大韓と改称したのを明
文化したことである。②国制は，500年間伝来した君主主権の歴史的正當性
を強調し，国家意思の最高決定権は君主にあり，専制君主国であることを聞
明した。③国制は，大皇帝の大権事項のみを規定し，国民は，「君権を侵損
してはならない」という義務のみを規定，国民の基本的人権には全く触れて
いない。④国制は，国際公法の基準による自主独立国家であることを宣布し
たことである。
　国制の制定に際しては，時代的潮流や国際的に通用する法制定の見地から，
米国人専門家3名を特任してまで立法作業を進めた。しかし，その結果は，
米国憲法の思想は排斥され，人権保障に関する規定が全くないばかりか，君
主主権国家としての代議制もない，時代的潮流に逆行する，君主の権限を集
中・強化するものとなった。これは，当時の高宗や皇室政治家は，国民の基
本的人権が全く理解できず，しかも民権思想の登場により君権を失いやしな
いかという危機意識と19世紀末葉，当時，韓国は，事大派と開化派に国論が
大きく分れ，清，日，露の3国との間の複雑な国際政治を背景に，国権それ
自体の存立が危い時期であり，国体を護り，国家の存在を誇示しなければな
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らない事情によるものでなかったかと思われる。何れにせよ，近代立法の法
典としては極めて不備なものであることは否定できない。
　また国制が憲法といえるかという問題であるが，国民の人権保障や3権分
立に関する規定がないという意味において，近代的意味における憲法とはい
えない。しかし，それがたとえ権力構造部分に過ぎないものであっても，国
制奏本前文でいっているように，「わが国政治の基本と君権が何んであるか
を明示し，国制は，真に法規の大頭脳であり，大関鍵である」点で，国家の
基本法であり，そのような意味において，憲法といって差支えないだろう。
　（2）　大韓民国臨時政府憲法
　大韓帝国は，1910年8月22日，日本によって国権を失った。国民は亡国の
悲しみを胸に抗日運動を展開した。多くの独立運動志士は満州や中国，遠く
は米国本土やハワイ等に亡命，国権回復の機を窺っていた。
　1919年，米国のウィルソン大統領の民族自決論に希望をつなぎ，3月1日，
民族代表33名が署名した大韓独立宣言文がソウルで朗読され，全国津々浦々，
全国民がこの3・1独立万歳運動に参加，国土を震かんさせた一大民族革命
運動が展開された。
　この3・1独立運動は，韓国民族史上，最も激しく，民族主体意識と独立
精神を高揚させた「自発的な民族正気の巨大な声」として位置づけられてい
るが，国内においては，日本の武断政治により実を結ぶことができなかった。
しかし，この独立運動を基にして，海外で活動を続けていた志士は，中国上
海に集まり，1919年4月11日，臨時憲章（前文・本文10条）を制定，大韓民
国臨時政府を樹立，3・1独立運動を昇華させた。
　　〔大韓民国臨時憲章〕
　　　大韓民国臨時憲章宣布文
神人一致により中外協応して漢城で起義して以来，30有日間，平和的独立
を三百余州に光復し，国民の信任により，完全に，新に組織した臨時政府は，
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恒久完全な自主独立の福利で，我が子孫黎民に伝えるため，臨時議政院の決
議で臨時憲章を宣布する。
　　大韓民国臨時憲章
　第1条　大韓民国は，民主共和制とする。
　第2条　大韓民国は，臨時政府が臨時議政院の決議に依り，これを統治す
る。
　第3条　大韓民国の人民は，男女貴賎および貧富の階級が無く，一切平等
である。
　第4条　大韓民国の人民は，信教，言論，著作，出版，結社，集会，信書，
住所，移転，身体および所有の自由を享有する。
　第5条　大韓民国の人民で，公民資格がある者は，選挙権および被選挙権
を有する。
　第6条　大韓民国の人民は，教育，納税および兵役の義務がある。
　第7条　大韓民国は，神の意思に依って建国した精神を世界に発揮し，進
んで人類の文化および平和に貢献するため，国際連盟に加入する。
　第8条　大韓民国は，旧皇室を優待する。
　第9条　生命刑，身体刑および公娼制を全廃する。
　第10条　臨時政府は，国土恢復後，満1ヶ年以内に国会を召集する。
　　大韓民国　元年　4月　日
　臨時議政院の議決を経て制定されたこの臨時憲章は，　「自発的民族正気の
声」である3・1独立運動が源であることを關明し（憲章宣布文），僅か10ヶ
条の簡略なものではあるが民主主義原理に立脚し，韓国最初の近代憲法の理
念を備えた基本法的性格をもつものである。臨時憲章は，その後，国内外の
情勢の変化に従って，1919年9月11日，第1次改憲（臨時憲法・前文と本文
58条），1925年4月7日，第2次改憲（臨時憲法・本文35条），1927年3，月5
日，第3次改憲（臨時約憲・本文50条），1940年10月9日，第4次改憲（臨時
約憲・本文42条），1944年4月22日，第5次改憲（臨時憲章・前文と本文62
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条）と5回改正されたが，この第5次の臨時憲章は，1919年の臨時憲章を更
に具体化した。すなわち，3・1独立運動精神を基本精神とし（前文），国民
主権主義（第4条），基本権保障の原則（第5条），三権分立主義（第9条・
臨時議政院，第29条・臨時政府，第45条・審判院），公開裁判の原則（第52
条〉，成文憲法・硬性憲法の原則（第61条）等近代立憲主義憲法の構成原理
を備えており，憲法典としては遜色のないものである！2）
　しかし，大韓民国臨時政府は，現実国家の政府ではない。国家が国家とし
て確立するためには，その構成要件である一定の領土，国民および永続的・
自主的統治組織である政府を具備しなければならない。臨時政府は，国家の
成立要件を完全に具備できなかったので，その憲法（臨時憲章）も通常の憲
法ではない。
　それにも拘らず臨時政府の憲法が韓国憲法史上，重要な意義をもつのは，
第1に，臨時政府が3・1独立運動の民族的主体意識に由来し（臨時政府憲
法の前文，宣布文および各条文で表明されている），第2に，大韓民国とい
う国号にもみられるように，臨時政府の憲法，特に臨時憲章（1944年）は，
大韓民国制憲憲法（1948年）と類似点も多く，大きな影響をおよぼしたから
である。
　また大韓民国臨時政府は，それがたとえ現実国家を有効に統治し得なかっ
たとしても，それは，韓民族の主体性と正統意識の上に成立したものであり，
韓国および韓国憲法（現行憲法の前文で「大韓民国臨時政府の法統」を継承
することを明示している）を理解する上で，極めて重要であることを指摘し
ておきたい。
　（3）　米軍政立法
　1945年8月15日，第2次世界大戦終結により韓国は解放された。9月8日，
戦勝国である米軍が北緯38度線以南に進駐した。その前日，連合軍司令官マッ
カーサーは，司令部布告第1号を発し，　「朝鮮北緯38度以南の地域と同住
民に対する全ての行政権は，当分の問，マッカーサー司令官の権限の下で，
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施行する」とし，9月20日に米軍政庁組織に関する発表が行われた。すなわ
ち「軍政庁とは“人民の，人民のための，人民による”民主主義政府を建設
するまでの過渡期間において，38度線以南の韓国地域を統治，指導，支配す
る連合軍司令官の下で，米軍により設立された臨時政府である。軍政庁は，
南韓において唯一の政府であり，軍政庁本部の道，府，郡を通じて，既設各
機関を運営し，軍政庁唯一の任務は，韓国の福利上，堅実な政府と健全な経
済の基礎を確立することにあるぎ3b
　このようにして韓国は米軍政下におかれたが，軍政庁は，大韓民国臨時政
府の法統を拒否し，次ぎ次ぎに日本統治時代の抑圧的悪法を改廃し，それに
代わる諸法令や布告を発した。すなわち1945年10月9日，米軍政庁令第11号
は「朝鮮人民とその統治に適用する法律から，朝鮮人民に差別および圧迫を
加える全ての政策と主義を消滅し，朝鮮人民に正義の政治と法律上，均等を
回復させるため，左記法律と法律の効用を有する条令および命令を廃止」す
るとし，それには政治犯処罰法，予備検束法，治安維持法，出版法，神社法，
政治犯保護観察令，警察の司法権等が含まれていた。またこの他にも「司法
的または行政的適用に因り種族，国籍，信条または政治的思想を理由に差別
を生じさせる」一般法律も一切廃止し，罪刑法定主義と適正手続を明確に定
めた。
　続いて1946年1月10日，特別審判員制度を導入（同法令第41号），1947年
9月30日，法官任命制度を変更（法令151号），行政府と司法を分離し，1948
年5月4日，法令192号で法院組織法を制定，法院の完全独立をもたらした。
　また軍政庁は，　「朝鮮民衆の自由と責任を賦与せんがための重要政策の一
環」として，1946年10月12日，立法議院設置令（法令第118号）を公布，同
年12月12日開院した。しかし立法議院の構成について，議員の民選・官選を
めぐって，当時，国内の左，右，中問各派に意見が分れ，立法活動は遅々と
しながらも，1948年5月10日，国連監視下で行われた総選挙によって構成さ
れた大韓民国国会と代替するまで，次のような業績を残した。
　①南朝鮮過渡立法議院法（1946年12月30日），②国立ソウル大学校設立に
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関する第102号法令第7条改正（1947年3月20日），③夏穀収集法（1947年4
月4日），④未成年者労働保護法（1947年4月8日），⑤立法議院議員選挙法
（1947年6，月27日），⑥民族反逆者，附日協力者，好商輩に対する特別法律条
例（1947年7月2日），⑦朝鮮臨時約憲（1947年8月6日），⑧寺刹財産臨時
保護法（1947年8月8日），⑨公娼制度廃止令（1947年8月8日），⑩米穀収
集法（1947年8月19日〉，⑪米国人の軍令違反幣助禁止令（1947年11月12日），
⑫公娼制度廃止令の改正（1947年12月12日），⑬植木日（1948年3月18日〉，
⑭国籍に関する臨時条例（1948年3月18日），⑮朝鮮過渡立法議院の解散（1
948年5月19日）。
　このうち，⑥，⑦，⑧は，軍政長官の認准保留により効力を発しなかった。
　軍政は，韓国の政治，経済，社会の全般にわたって，法令や布告を発して
行われたが，これら諸立法は，後日，韓国制憲憲法に大きな影響をおよぼし
た。特に3権分立や自由民主主義政府形態採択，罪刑法定主義や刑事手続に
おける人権および基本権保障の面で顯著であった。
（二）大韓民国憲法制定
　韓国は，1945年8月15日，第2次世界大戦の終結により日本から解放され
た。しかし，北緯38度線を境界にして，北の地域はソ連軍，南の地域は米軍
がそれぞれ進駐した。これは，本来，連合軍の作戦上，便宜的な分割のはず
であったが，事態は国土分断へと向った。統一独立政府樹立への国民の希望
と意思は強く，国連は，南北韓を通じての統一選挙実施を決議した。しかし，
冷厳な国際政治の中で，北側は国連朝鮮委員団の入国を拒否，巳むを得ず，
1948年2月27日，国連小総会の「可能な地域内での総選挙を実施する」との
決議に従って，米軍政は，同年5月10日，国連監視の下で，韓国（北緯38度
線以南地域）での総選挙を実施し，この5・10選挙により198名の国会議員
が選出され，5月31日，任期2年の初代国会（制憲国会）が構成された。
　結局，南では，1948年8月15日，大韓民国政府樹立宣布，北では，同年9
月9日，朝鮮民主主義人民共和国樹立を宣布，今日に至っているが，制憲国
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会は，憲法制定を急いだ。すなわち，国会は，6，月3日，憲法起草委員30名
と司法・法曹界・学界の重鎮10名の専門委員による憲法起草委員会（委員長
徐相日）を設置し，同委員会は，愈鎮午専門委員の原案を中心に，6月3日
から22日までの間，前後，16回にわたる慎重な討議を重ね，憲法案を草案，
6月23日，国会本会議に提出した。
　国会本会議に上程されたこの憲法草案に対して，多くの修正案や活発な討
論が行われたが，8月15日までには政府樹立を世界に宣布しなければならな
いという国内外の事情もあって，憲法審議は一転し，6月30日，第1読会．
7月7日，第2読会，7月12日，第3読会を終え，国会を通過，7月17日，
国会議長が署名，公布された。これを制憲憲法または第1共和国憲法という。
　この制憲憲法は，前文および本文103条からなり，国民主権，基本権の保
障，3権分立主義，単院制国会，大統領中心制等を骨旨としているが，その
主な内容は次の通りである。
　①国号は大韓民国，政体は民主共和国である（第1条）。
　②大韓民国の主権は国民にあり，全ての権力は国民から発する（第2条）。
　③国民の基本権保障（第8条以下）。
　④立法権は国会が行使し（第31条），国会議員は普通，直接，平等，秘密
選挙で公選し（第32条），議員の任期は4年とする（第33条）。
　⑤国会は，予算案を審議決定（第41条）し，大統領をはじめ法律で定める
公務員を弾劾訴追することができる（第46条）。
　⑥大統領は，行政権の首班であり，外国に対し国家を代表する（第51条）。
　⑦大統領と副大統領は国会で選出し（第53条〉，任期は4年とする。但し
1次重任することができる（第55条）。
　⑧大統領は，国軍を統帥する（第61条）。
　⑨大統領は，内乱，外患の罪以外の刑事訴追を受けない（第67条）。
　⑩司法権は，法院が行う（第76条〉。
　⑪法官は，憲法と法律に依って独立して審判し（第77条），裁判は公開す
る（第83条）。
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⑫法律が憲法に違反するかどうかの与否が裁判の前提になるときは，法院
は，憲法委員会に提請し，その決定に依り裁判する（第81条第2項）。
（三）憲法改正
　韓国は，19世紀末葉，朴泳孝，徐載弼，愈吉溶らによる人権思想運動の体
験や大韓民国臨時政府憲法運営の経験はあるが，しかし，近代立憲民主制度
に対する経験と歴史は浅く，また，分断国家としての厳しい政治的環境下に
あった。
　1948年憲法制定以来，僅か40年の間に9回の憲法改正が行われた。この9
回の憲法改正のうち，第3次憲法改正，第5次憲法改正，第7次憲法改正，
第8次憲法改正，第9次憲法改正は，改正というよりは，新たな憲法制定の
性質を有するものである。そして，これら憲法改正は，真の国民の福利向上
や基本権保障のためではなく，常に政治権力の掌握方法や手続，その維持の
ための政府形態をめぐるものであり，これが今日までの韓国憲法改正の特徴
であったといえるのである。
　（1〉　第1次改正（抜葦改憲，1952．7．7）
　1950年5月30日，第2代国会議員選挙が行われ，その結果，李承晩大統領
を支持する勢力は大幅後退し，憲法の規定に従って，大統領を国会で選出す
る間接制の下では，李大統領の次期大統領当選の可能性はなくなってしまっ
たのである。そこに6・25動乱が勃発した。政府が政権延長に血眼となって
いたときである。政府は，戦時特別法令を量産し，非常戒厳体制を続けた。
　李大統領は，1951年11月，政府の地位を強化すべく，大統領直選制と国会
両院制を内容とする憲法改正案を出したが否決され，政権延長を図る大統領
とその改憲案は「一考の価値もない」とする野党は，1952年4月17日，国会
議員123名による内閣責任制改憲案を提出，政府と野党との対立は深まる一
方であった。
　李大統領は，野党の改憲工作に対する反撃を開始，1952年5月14日，先き
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に否決されたものと同じ内容の正・副大統領直選制，国会両院制の憲法改正
案を提出した。しかし，国会での支持勢力は弱く，政府の思惑通りにはいか
なかった。業をにやした李大統領は，遂に強行手段に出た。国会議員を集団
検挙した「釜由政治波動」（5月26日），正体不明の暴徒による「反独裁護憲
救国宣言」大会を妨害した「釜山国際倶楽部事件」（6月20日），身辺保護の
名目で国会議員を強制連行し，軟禁する等恐怖雰囲気を造成し，強引に野党
を妥協させた。すなわち，政府案の大統領直選制と野党案の国務院不信任制
を軸に適当な条項を組み合せた抜葦改憲案を提出，7月4日，討論もなく，
深夜国会で通過させた。これを抜葦改憲という。
　憲法上，改憲案は提案後，30日間の公告を要するが，この抜葦改憲案は提
案も公告もなく，直接国会本会議に上程され，討論もなく，起立投票によっ
て議員の投票の自由が保障されず，憲法違反であると批判されており14〉正に
天人共怒（5）の汚点をのこした。
　抜葦改憲の主な内容は次の通りである。
　①国会は，民議員と参議員とする（第31条）。
　②民議員の任期は4年とし，参議員の任期は6年とするが，2年毎にその
3分の1を改選する（第33条〉。
　③参議院は副大統領を議長とし，参議院議長は，両院合同会議の議長とな
る（第36条）。
　④正・副大統領は，国民の直接選挙とする（第53条）。
　⑤国務総理は大統領が任命し，国会の承認を得なければならない（第69条）。
　⑥国務総理と国務委員は，国会に対し連帯責任を負う　（第70条）。
　（2）　第2次改正（四捨五入改憲，1954．11．29）
　李大統領の率いる自由党は，1954年5月20日の第3代民議員選挙で定員20
3名中，114名が当選，過半数を制した。憲法改正は，選挙戦の争点になった
こともあって，自由党は直ちに改憲作業に入った。
　自由党は親与党系を抱き込み，9月8日，改憲案は，その要旨説明による
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と，国民投票制の採択，参議院議員の部制変更，大法官その他高級公務員の
任命に対する参議院の認准権附与，国務総理および国務院連帯責任制の廃止
と国務委員に対する民議院の個別的不信任権附与，軍法会議の憲法的根拠明
示，経済条項改正と国民に憲法改正提議権附与，大統領が欠位したとき，或
は大統領，副大統領すべて欠位したときの後任者に関する規定新設，現大統
領に限って重任制限を撤廃ずること等が主要骨旨となっている。しかし，今
回の改正も前回の抜葦改憲同様，李大統領の政権維持および延長がねらいで
あったので，与野党の功防は熾烈を極めた。
　11月27日，在籍議員203名中，202名が出席，表決の結果，可135票，否60
票，棄権7票であった。議長席の崔淳周副議長は「表決結果を申上げます。
同改憲案は否決されたことを宣布します」と否決を宣した。
　ところが，改憲案の可決を確信していた自由党は慌てた。28日，緊急議員
総会を開き，　「崔副議長が宣布した改憲案の否決は計算上の錯誤である」と
し，「現在籍議員数は203名であり，その3分の2線は，正確な数値として1
35．333……であって，自然人を整数でない小数点以下に分けることができな
いので，四捨五入の数学的原理により最近似値の135名が確定的であること
を疑う余地のないものであり，改憲に必要な3分の2以上とは，3分の2超
過とは異なる意味の法律用語であって，3分の2の数を含めた3分の2の数
とそれより多い数を指すものであり，これを前述した数学的原理によれば，
135名の賛成をもって改憲案は可決されたものである」と談話を発表し，29
日の第91次本会議で，崔副議長は，「さる27日第90次本会議中，憲法改正案
通過与否表決発表時に可135票，否60票，棄権7票で，否決を発表しました。
しかし，これは定足数上の計算上，錯誤でありまして，これを取消します…
…」と釈明，27日の否決宣布を一転，可決を宣した！6）これが世にいう四捨五
入改憲である。
　本来，四捨五入は数学上の理論である。国会決議では通用されないのが世
界的通念である。しかし，李大統領の永久執権を目論む自由党は，法曹界，
学界の否定的見解や証言にも拘らず，世界に類例のない四捨五入論で憲法改
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正をしたのである。憲政史上，拭え切れない汚点を残してしまった。
　四捨五入改憲の主な内容は次の通りである。
　①大韓民国の主権の制約または領土の変更をもたらす国家安危に関する重
大事項は，国会の可決を経た後，国民投票に附し，民議院議員選挙権者3分
の2以上の投票と有効投票3分の2以上の賛成を得なければならない（第7
条の2）。
　②参議員の任期は6年とし，3年毎に議員の2分の1を改選する（第33条
第2項）。
　③参議院は，大法官，検察総長，審計院長，大使，公使，その他法律によ
り指定された公務員の任命に対する認准権を有する（第42条の2）。
　④民議院で国務委員に対し不信任決議をしたときは，当該国務委員は即時
辞職しなければならない（第70条の2）。
　⑤軍事裁判を管轄するため軍法会議を設けることができる（第83条の2）。
　⑥憲法改正の提案は，大統領，民議院または参議院の在籍議員3分の1以
上または民議院議員選挙権者50万人以上の賛成をもってする（第98条第1
項）。
　⑦この憲法公布時の大統領は，第55条第1項但書の制限を適用しない（附
則後段）。
　（3）　第3次改正（第2共和国憲法1960．6．15）
　韓国の権力構造は，1948年，政府樹立以来，大統領制に立脚していた。
　本来，大統領制は，権力分立を理想とするものであるが，李政権は，立法
権と司法権を行政権に隷属させ，権力集中と濫用を繰り返した。李承晩は，
1960年3月15日の正・副大統領選挙で大統領に当選したが，この3・15選挙
は4割事前投票，3人組または9人組と組んで組長が記票を監視する等史上，
稀れにみる不正選挙であった。不正選挙に抗議する市民・学生のデモは激し
く，4月19日，全国大学生が中心となって李政権退陣を要求，李大統領は4
月26日，下野声明を出し，12年間続いた李政権は幕を閉じた。
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　4・19民主義挙（民主革命，学生革命ともいう）を受けて，国会は，憲法
改正作業に入り，4月28日，憲法改正起草委員会を構成した。同委員会は，
5月11日，憲法改正案を国会に提出したが，憲法改正案提案理由書によれば，
「4・19義挙の英雄である学生と全国民は，単純な政権の交替のみを要求し
たのではなく，ひいては喪失した政治的自由の全面恢復と社会的福祉の向上
のための政治の全面的改革を切実に要求している。従って，このような全面
的改革の要請に対応するためには，権力の集中を防止し，国政の全般にわたっ
て何時でも国民に対し責任を負い，国民の真正な多数意思を現実的に国政に
反映しうる内閣責任制に現行憲法を改正するしかない（7bとし，その重要内
容は，国民の基本権の強化，内閣責任制採択，憲法裁判所の新設，警察の中
立，地方自治団体の長の直選等である。同改憲案は，6月15日の本会議で在
籍議員218名，投票総数211票，可208票，否3票の圧倒的多数で可決された。
　本文52項目と附則15項目の大幅改正の主な内容は次の通りである。
　①第10条，第11条中「法律に依らなければ」を削除する。
　②全て，国民は，言論，出版の自由と集会，結社の自由を制限されない
（第13条第1項）。
　③公務員の政治的中立性と身分は，法律の定めるところにより，保障され
る（第27条第2項）。
　④国会は民議院と参議院で構成し（第31条第2項〉，民議院の優位性を認
める（第35条の2，第37条第2項，第3項〉。
　⑤民議院で国務院に対する不信任決議案を可決したときは，10日以内に民
議院を解散しない限り，総辞職しなければならない（第71条）。
　⑥大統領は国家の元首であり，国家を代表する（第51条）。
　⑦大統領は，「国務会議の議決に依って」条約の批准，宣戦布告，講和を
行い，外交使節の信任接受（第59条），赦免，減刑，復権を命じ（第63条），
また「憲法と法律の定めるところに依って」国軍を統帥し（第61条），公務
員の任免を確認する（第62条）。
　⑧大統領の任期は5年とし，再選に依り1次に限って重任することができ
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る（第55条）。
　⑨行政権は国務院に属する（第68条）。
　⑩国務総理は大統領が指名し，民議院の同意を得なければならない（第69
条）。
　⑪中央選挙管理委員会の設置（第75条の2）。
　⑫憲法裁判所の設置（第83条の3）。
　⑬地方自治団体の長の選任方法は法律で定めるが，少くとも市，邑面の
長は，その住民が直接これを選挙する（第97条第2項）。
　（4）　第4次改正（附則改憲，1960．11．29）
　4・19民主義挙の結果，第2共和国が誕生し，国民は新憲法の下で自由を
満喫していた。しかし，3・15不正選挙の元凶や李政権時代に反民主行為，
不正蓄財に対する刑が軽すぎるとして，学生や勤労者によるデモが連日行わ
れ，一部デモ隊が国会議事堂を占拠するという事態となった。
　デモは更に激化し，国会は「4月革命の完遂のため」，　1960年10月17日，
遡及立法の根拠を与えるための憲法改正案を提出した。すなわち，提出理由
書によると，　「これから先き，生成発展する韓国の民主主義諸制度を守護す
るため断固たる決意の下で，一罰百戒主義で李承晩独裁政権の暴悪な犯罪人
らに正義に立脚した厳重な審判と制裁を加えなければならない（勒として，
彼らに対して刑罰不遡及の原則と憲法上保障された国民の基本権から除外し
て，一部例外規定を設けようとするものである。国会は，1960年11月28日，
同改憲案を通過させた。改正内容を附則に新設したことから，これを附則改
憲ともいう。
　附則改憲の内容は次の通りである。
　憲法中，次の通り改正する
　附則に次の各項を新設する
　⑯この憲法施行当時の国会は，1960年3月15日に実施された大統領，副大
統領選挙に関連して不正行為をした者とその不正行為に抗議する国民に対し
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て殺傷その他の不正行為をした者を処罰または1960年4月26日以前に特定地
位にいたことを利用して，顯著な反民主行為を行った者の公民権を制限する
ための特別法を制定することができ，1960年4月26日以前に，地位または権
力を利用して不正な方法で財産を蓄積した者に対する行政上または刑事上の
処理のため特別法を制定することができる。
　⑰前項の刑事事件を処理するため特別裁判所と特別検察部を設けることが
できる。
　⑱前2項の規定による特別法は，これを制定した後，改正できない。
　（5）　第5次改正（第3共和国憲法，1962．12．26）
　第2共和国は，社会的不条理の追放と経済第1主義を強調した。しかし，
都市でも農村でも国民の生活がよくなる兆はなく，デモは連日行われ，執権
党の民主党は，国民が危機的状況に立たされていたにも拘らず，政策追求よ
りも，“人”を中心とした新・旧派に分れ，主導権争いに明け暮れていた。
　1961年5月16日，「この国の社会のすべての腐敗と旧悪を一掃し，退廃し
た国民道義と民族正義を再び確立するため，清新なる気風を振作させる」，
「絶望と飢餓線上であえいでいる民生苦を早急に解決し，国家の自主経済再
建に総力を傾注する」等6項目の公約を揚げた軍事革命がおき，立法，行政，
司法の3権は軍事革命委員会が掌握した。同委員会は，犬統領は第2共和国
のまま継続とし，18日には国務総理から政権移譲を受け，19日，国家政策最
高議決および3権最高掌握機関として，同委員会を国家再建最高会議に改組
した。
　最高会議は，6，月5日，憲法にとって代わる全文24条附則5項からなる国
家再建非常措置法（9）を公布する一方，1962年7月11日，憲法審議委員会を発
足させた。同委員会は，民政移管を前に，憲法改正作業を急いだ。8月23日
から30日までの間，全国12地域で公聴会および座談会を開き，10月23日，憲
法要綱を確定させた。
　最高会議は，11月5日，憲法審議委員会が提出した憲法要綱を上程，最高
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委員23名全員の賛成で発議し，同日付で大統領が公告した。最高会議が議決
した憲法改政案の骨旨は，①基本権に人間の尊厳性と価値を追加し，②政党
の国家化傾向，③国会は単院制とし，その組織・運営の簡素化，④大統領中
心制採択，⑤憲法改正に国民投票導入である。12月17日，国民投票の結果，
78．78％の賛成を得て全面改正となった。第3共和国憲法である。
　前文および本文121条附則9条からなる第3共和国憲法の主な内容は次の
通りである。
①憲法の前文に「4・19義挙と5・16革命の理念」を加える。
②政党の設立は自由であり，複数政党制は保障される。政党は，国家の保
護を受ける（第7条）。
③すべての国民は，人間としての尊厳と価値を有し，国家は国民の基本的
人権を最大限に保障する義務を負う（第8条）。
④すべての国民は，遡及立法によって参政権の制限または財産権の剥奪を
受けない（第11条第2項）。
⑤すべての国民は，20歳に達すれば法律の定めるところにより公務員選
挙権を有する（第21条〉。
⑥すべての国民は，人間らしい生活をする権利を有する（第30条第1項）。
⑦立法権は国会に属し（第35条），議員の任期は4年とする（第37条）。
⑧行政権は，大統領を首班とする政府に属する（第63条）。
⑨大統領は，国民の普通・平等・直接・秘密選挙により選出する（第64条
第1項〉。
⑩大統領の任期は4年とし（第69条第1項），1次に限って重任できる
（同第3項）。
⑪法律が憲法に違反するかどうかの与否が裁判の前提となるときは，大法
院はこれを最終的に審査する権限を有する（第102条第1項〉。
⑫憲法改正案は，国会が議決した後，60日以内に国民投票に附し，国会議
員選挙権者過半数の投票と投票者過半数の賛成を得なければならない（第12
1条第1項）。憲法改正案が前項の賛成を得たときは，憲法改正は確定し，大
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統領は即時，これを公布しなければならない（同第2項）。
　（6）　第6次改正（1969．10．21）
　朴正煕大統領の任期切れが近付くにつれて，与党の民主共和党を中心に，
大統領3選を可能にする改憲論が台頭した。在野では，3選改憲は長期執権
の道を開くものであり，民主主義発展を妨げるものとして反対した。与野党
の対立が激化する中で，1969年8月7日，議員121名の連名で，①国会議員
定員増加，②大統領3選可能を内容とする改憲案が国会に提出された。紆余
曲折を経て，9月14日，国会は本会議を開き，122名の賛成でこれを通過さ
せた。憲法改正案は，10月8日，国民投票に附せられ，10月17日，投票の結
果，65．1％の賛成を得て確定し，21日，大統領が公告した。
　改正憲法の内容は次の通りである。
　憲法中，次の通り改正する
　①第36条第2項「国会議員の数は，150人以上200人以下の範囲内で法律で
定める」を「国会議員の数は，150人以上250人以下の範囲内で法律で定める」
とする。
　②第39条「国会議員は，大統領・国務総理・国務委員・地方議会議員その
他法律の定める公私の職を兼ねることができない」を「国会議員は，法律の
定める公私の職を兼ねることができない」とする。
　③第61条第2項但書を次の通り新設する。但し大統領に対する弾効訴追は，
国会議員50人以上の発議と在籍議員3分の2以上の賛成がなければならない。
　④第69条第3項「大統領は1次に限って重任することができる」を「大
統領の継続在任は3期に限る」とする。
　（7）　第7次改正（第4共和国・維新憲法，1972．12．27）
　1972年，7・4南北共同声明が発表され，南北調節委員が構成される等，
南北対話が本格化した。
　朴大統領は，10月17日，特別宣言を発表，　「わが憲法と各種法令，そして
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現行体制は，東西両極体制下の冷戦時代に作られたものであり，南北対話は
予想もしなかった時期に制定されたものであるので，今日のような局面に際
しては，当然，これに適応できる新たな体制に向けて，一大維新的改革がな
ければならない」とし，南北対話推進のため憲法の改正と体制改革の必要性
を強調，戒厳令を布くとともに，国会を解散，憲法の一部条項の効力を停止
し，国会の機能は非常国務会議が代行した。
　非常国務会議は，10，月26日，憲法改正案を決議し，提案理由と改正内容を
発表したが，その主な理由は，①祖国の平和的統一，②民主主義の土着化，
③政治・経済・社会・文化等の安定と繁栄の基礎固め，④世界平和に寄与で
あり，主な改正内容は，①大統領の4選禁止条項削除，②統一主体国民会議
による大統領の間選制，③大統領に国会議員3分の1の推薦権④大統領に
法官任命権附与等となっている。しかし，改正の最大の狙いは，朴大統領の
永久執権である。それは，改正案に「大統領の任期は6年とする」のみ規定
し，重任禁止条項を削除したことから明らかである。
　憲法改正案は，11月21日，国民投票に附萎れ，91．5％の賛成を得て確定し，
12月27日，公布された。これをr10月維新」といい，この改正憲法を維新憲
法という。また維新憲法による新体制を「第4共和国」とみるべきか否かに
ついて，当時，論議があったが，後に第4共和国と位置づけられた。
　前文および本文126条附則11条からなる全面改正となった維新憲法の主な
内容は次の通りである。
　①前文に「祖国の平和的統一」の理念をもりこむ。
　②統一主体国民会議は，祖国の平和的統一を推進するため，全国民の総意
による国民的組織体として，祖国統一の神聖な使命をもつ国民の主権的受任
機関である（第35条）。
　③統一主体国民会議は，国民の直接選挙によって選出された代議員で構成
する（第36条第1項）。
　④統一主体国民会議は，大統領が推薦する国会議員定数の3分の1に該当
する国会議員を選出する（第40条第1項〉。
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　⑤大統領は，統一主体国民会議で討論無く，無記名投票で選挙する（第39
条第1項）。
　⑥大統領の任期は6年とする（第47条〉。
　⑦大統領は，国会議員定数の3分の1に該当する国会議員推薦権（第40条
第2項），緊急措置権（第53条），国会解散権（第59条第1項〉，憲法改正の
発議権（第124条），重要政策を国民投票に附すことができる（第49条）等，
大統領権限が強化された。
　⑧立法権は国会に属し（第75条），国会議員の任期は6年とする。但し，
統一主体国民会議が選挙した国会議員の任期は3年とする（第77条）。
　⑨司法権は法官で構成する法院に属し（第100条第1項），法官は大統領が
任命する（第103条）。
　⑩法律の違憲与否，弾効，政党の解散等を審判するため憲法委員会を設け
る（第109条第1項）。
　⑪憲法委員会の委員長と委員は大統領が任命し（第109条第2項，第4項），
任期は6年とする　（第110条）。
　（8）　第8次改正（第5共和国憲法，1980．10．27）
　1979年10，月26日，朴大統領殺害事件が発生，第4共和国は幕を閉じ，事態
は第5共和国移行へと向った。崔圭夏大統領権限代行は憲法改正を公約し，
改憲論議が沸騰した。11月26日，国会は憲法改正審議特別委員会を構成，各
地で公聴会を開く等憲法改正作業に入り，各政党，学者による民間からもそ
れぞれ憲法改正試案が発表された。また政府は，1980年1月20日，憲法研究
班を構成，ヨーロッパ各国に派遣，諸国の憲政制度の研究を進め，3月14日，
国務総理を委員長とする大統領直属の憲法改正審議委員会を発足させた。
　憲法改正試案が世に「満発」する中で，国会と政府は改憲主導をめぐって
対立，また憲法改正案の内容とその方向について国民の問に不安が高まった。
激しいデモで政局も混乱していた。政府は，5月17日，全国非常戒厳令を布
き，9月26日の国務会議で，憲法改正審議委員会が提出した憲法改正案を政
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府案として議決した。同改正案の骨旨は，民主福祉国家をめざす国家の理念
と目標実現を制度化し，基本権条項に「法律の留保」条項を削除，また過去
の長期執権による弊害の反省から，長期執権の可能性を封鎖するための制度
的装置を設けたことである。同改正案は，9，月29日，公告，10月22日，国民
投票に附せられ，91．6％の賛成を得て確定，10月27日，公布，即日施行となっ
た。第5共和国憲法である。
　前文および本文131条附則10条からなる全面改正となった第5共和国憲法
の主な内容は次の通りである。
　①国家は，在外国民を保護し（第2条第2項〉，政党に補助金を支給する
ことができる（第7条第3項）。また，国家は伝統文化の継承・発展に努め
なければならない（第8条）。
　②国民は，自己の行為でない親族の行為により不利益な処遇を受けない
（第12条第3項，連坐制禁止）。
　③国民は，人間としての尊厳と価値を有し，幸福を追求する権利を有する
（第9条）。
　④国民は，私生活の秘密と自由を侵害されない（第16条）。
　⑤国家は，勤労者の雇用増進と適正賃金の保障に努めなければならない
（第30条第1項）。
　⑥国家は，社会保障・社会福祉の増進に努力する義務を負う　（第32条第2
項）。
　⑦大統領は国家の元首であり　（第38条第1項），行政権は，大統領を首班
とする政府にある（同第4項）。
　⑧大統領は，大統領選挙人団で無記名投票で選挙する（第39条第1項）。
　⑨大統領選挙人団は，国民の普通・平等・直接・秘密選挙により選出され
た大統領選挙人で構成する（第40条第1項〉。
　⑩大統領の任期は7年とし，重任することができない（第45条）。
　⑪大統領の任期延長または重任変更のための憲法改正は，その憲法改正提
案当時の大統領に対しては効力がない（第129条第2項）。
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　⑫大統領は，国家の安定または国民全体の利益のため国会を解散すること
ができる　（第57条第1項）。
　⑬立法権は国会に属し（第76条），国会議員の任期は4年とする（第78条）。
　⑭国会議員は，清廉の義務がある（第82条第1項）。
　⑮国会は，特別な国政事案に関して調査することができる（第97条）。
　⑯司法権は法官で構成する法院に属し（第102条），大法院長は、国会の同
意を得て、大統領が任命し、法官は，大法院長が任命する（第105条）。
⑰憲法委員会（第112条），中央選挙管理委員会（第115条）を設ける。
　（9）　第9次改正（第6共和国憲，1987．10．29）
　1980年10月27日，公布・施行された第5共和国憲法は，大統領選挙人団に
よる大統領間選制である。これは，常に国民の間で論議の対象となっていた。
それに加えて，国会の弱体化や司法の追従は国民の不満を増幅させ，1985年
2，月12日，第12代国会議員選挙の際，大統領直選制の改憲論となって台頭し
た。政府・与党も国民の意思に従って改憲にふみきり，1986年には国会憲法
改正特別委員会も設置された。
　一言で「改憲」とはいっても，当初，与党は議院内閣制，野党は大統領制
を主張し，改憲作業は遅々として進まなかった。しかし，国民の見る目は厳
しく，また，世論も「大統領直選制」に注がれていた。結局，与党民主正義
党も大統領直選制憲法改正案を成案，発表するに至った。
　1987年8月，改憲案の異見を調整して単一案を作成するため与野党代表に
よる8人会談が設けられ，約1ヶ月の間，調整の末，単一改憲案に合意した。
9月17日，国会憲法改正特別委員会で改憲案全文が全員一致で採択され，翌
18日，国会発議となった。
　この改憲案は，9月21日，大統領が公告，10月27日，国民投票に附せられ，
93％の賛成で確定，10月29日，公布された。現行憲法の第6共和国憲法であ
る。
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（注）
（1）田鳳徳・韓国近代法思想史99頁以下参照
（2）金栄秀・大韓民国臨時政府憲法論参照
（3）宋南憲・解放30年史1，100頁
（4）金哲株・韓国憲法史78頁
（5）希望出版社・解放20年史606頁
（6）国会図書館編憲法改正会議録・憲政資料第4輯507頁
（7）国会図書館編憲法改正会議録・憲政資料第5輯37頁
（8）国会図書館編憲法改正会議録・憲政資料第6輯30頁
（9）「非常措置法は憲法と同じ効力を有する基本法である」（1963年11月7日，大法院
　裁定〉と判示している。
1．韓国憲法の特色
（一）基本理念および原理
　（1）基本理念
　国家の基本法である憲法に前文を附し，憲法制定の由来と憲法のとってい
る基本理念や原理を宣言することは，諸国の憲法にみられる一般的な例であ
る。韓国憲法もこの一般的な例に倣って前文を設けて憲法制定の趣旨，憲法
のとっている精神ないし立場を明らかにしている。前文は，具体的に各条項
を規定したものではないが，憲法の一部を構成するのはいうまでもなく，各
条項の正しい解釈は，前文の精神に従ってはじめて可能である。
　韓国憲法は前文で，　「わが大韓民国は，3・1運動で建立された大韓民国
臨時政府の法統と不義に抗拒した4・19民主理念を継承し，祖国の民主改革
と平和的統一の使命に立脚」していることを宣言している。
　「大韓民国臨時政府の法統」継承は，大韓民国は第2次大戦後の新生国家
ではなく，1919年，3・1運動によって建立した大韓民国の継承国であるこ
とを強調したものであり，いわゆる戦前に大韓民国領土外に居住している子
孫に対する支配権の正統性を主張したものであるぎ1）
　「不義に抗拒した4・19民主理念を継承」とは，国民主権確立の際には抵
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抗権行使も可能であることを明示したものであり，　「祖国の民主改革と平和
的統一」は，独裁と権威主義を否定し，政治・経済・社会のあらゆる分野で
の民主化と祖国統一は武力によらず，平和的方法で行うという意思表示であ
る。
　前文中段での「正義・人道と同胞愛により民族の団結を強固にし，・・…・…
自律と調和に基づいて自由民主的基本秩序を一層確固にし，政治・経済・社
会・文化のすべての領域において各人の機会を均等にし」は，富の偏重や社
会的差別を否定し，国民は常に自由と平等であるという表現である。
　また前文後段において，　「恒久的な世界平和と人類共栄に寄与することに
より，われわれの子孫の安全と自由と幸福を永遠に確保する」は，韓国が国
際協助主義に立脚して，世界の恒久的平和の追求により，国民の幸福を確保
しようとする決意表明である。
　（2）基本原理
　憲法は，総綱や各条項において基本原理を閑明している。
　①国民主権主義憲法第1条第2項は「大韓民国の主権は国民にあり，す
べての権力は国民から発する」と規定，国民主権主義を明確にしている。国
家の元首であり，行政府の長である大統領，立法府の議会も国民の主権行使
としての選挙によるものであり（第67条，第41条），司法府の長である大法
院長も国会の同意を得て大統領が任命する（第104条）。また国民は，国家の
基本法である憲法の制定権者でもある（第130条第2項）。
　②基本権尊重主義　基本権の保障は，近代立憲主義憲法の特色であり，不
可欠のものである。憲法第10条は，「すべての国民は，人問としての尊厳と
価値を享有し，幸福を追求する権利を有する。国家は，個人が享有す不可侵
の基本的人権を確認し，これを保障する義務を負う」と規定，天賦人権性と
その不可侵性を宣言している。これは，人問の存在は国家や憲法以前のもの
である。従って，法律の留保や憲法改正によっても侵すことのできないもの
であり、また，その保障は，他の国家利益に優先するという意味である。
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　しかし，憲法第37条第2項は，　「国民のすべての自由と権利は，国家安全
保障・秩序維持または公共福利のため必要な場合に限り，法律をもって制限
することが可能であり，制限する場合であっても，自由と権利の本質的な内
容を侵害することはできない」と例外規定を設けているが，基本権の制限根
拠を厳格にしている。
　③恒久平和主義　憲法は，「恒久的な世界平和と人類共栄に寄与する」（前
文〉ことを宣言し，第5条第1項は，　「大韓民国は国際平和の維持に努力し，
侵略的戦争を否認」し，国際法規の尊重と外国人の地位保障（第6条）によ
る国際平和主義を明示し，　「国軍は，国家の安全保障と国土防衛」　（第5条
第2項）のためにのみ存在する。分断した祖国統一も武力によるのではなく，
「平和的統一政策を樹立して，これを推進する」　（第4条）と規定，恒久平
和の追求によって，「子孫の安全と自由と幸福を永遠に確保しよう」（前文）
としている。
　④福祉国家主義　憲法は，　「国民生活の均等な向上」　（前文）を宣言し，
「国民の人間らしい生活を営む権利」　（第34条第1項）を規定，自由主義経
済秩序を維持・発展させながら，社会正義の実現と均等な国民経済の発展の
ため，　「国家は，社会保障・社会福祉の増進に努力する義務がある」　（第34
条第2項）ことを明確にしている。また，憲法は，　「国民は，健康と快適な
環境の下で生活する権利」（第35条第1項〉，　「勤労条件の基準は，人間の尊
厳性を保障するよう法律で定める」　（第32条第3項〉こと，最低賃金の保障
（第32条第1項）等福祉国家建設を指向している。
（二）韓国憲法の特色
　（1）　政府・大統領制
　韓国は建国以来，第2共和国時代（1960年7月～1961年5月）の僅か数ヶ
月を除いては，一貫して大統領制を採って来た。
　大統領は，憲法上，国家の元首であり（第66条第1項），行政府の首班で
あり（同第4項），また，国軍を統帥する（第74条）。第5共和国憲法に比し，
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国会解散権と非常措置権は削除されたとはいえ，強大な権力をもっている。
これを牽制する意昧で議院内閣制的要素を加味，国務総理の任命に際しては
国会の同意を要し（第86条第1項），　国務総理と国務委員の解任建議権（第
63条）を規定しているが，さほど意味をもたない。また，立法・行政・司法
の3権分立体制をとっているが，韓国の権力構造は大統領を頂点に中央に集
中し，大統領が政治的主導権を掌握していることにかわりはない。従って，
大統領の選挙方法とその任期は，国民の最大関心事であり，かつ鋭敏に反応
する。
　大統領は，国民が直接選挙し（第67条第1項），多数得票者が当選となる。
但し，侯補者が一人の場合は，その得票数が選挙権者総数の3分の1以上で
なければならない（同3項）。大統領の任期は5年であり，重任できない
（第70条）。大統領の重任禁止は，平和的政権交替のためである。重任変更
のための憲法改正は，憲法改正当時の大統領に対しては効力がない（第128
条第2項）。
　ここに大統領の権限を整理すると次の通りである。
　憲法改正（第128条〉と重要政策の国民投票（第72条）に関する権限，大
法院長および大法官任命権（第104条），憲法裁判所所長および同裁判官任命
権（第111条），国務総理および国務委員任命権（第86条および第87条），監
査院院長および監査委員任命権（第98条），中央選挙管理委員任命権（第114
条），政府の最高指導権（第66条第4項），外交に関する権限（第66条，第73
条），国軍統帥権（第74条），公務員任免権（第78条），栄典授与権（第80条），
政党解散提訴権（第8条），予算案の編成提出等財政に関する権限（第54条
～第58条），緊急命令権（第76条），戒厳宣布権（第77条），臨時国会召集要
求権（第47条），国会出席発言権（第81条〉，法律案提出権（第52条〉，法律
の公布権（第53条第1項），法律案拒否権（第53条第2項〉，大統領令発布権
（第75条），赦免権（第79条）等である。
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　（2）国会
　憲法は，単院制国会制度を採っている。韓国では，1952年，第1次憲法改
正のとき，両院制を採用したが，実際に両院が構成されたのは，1960年7月
から翌61年5月までの僅か数ヶ月間であった。それ以来は一貫して単院制を
採用している。
　立法権は国会に属し（第40条），国会は，国民の普通・平等・直接・秘密
投票によって選出された国会議員で構成され（第41条第1項），議員の任期
は4年である（第42条）。
　国会議員の選挙区と比例代表制その他選挙に関する事項は，法律で定める
（第41条第2項）ことになっているが，国会議員選挙法は，　「議員の選挙区
は，地域選挙区（以下地域区という）と全国選挙区（以下全国区という）の
2種」（同法第13条）とし，地域区は議員の定数1人の小選挙区制を採り
（同法第14条第2項），政党名簿による比例代表の「全国区の議員定数は，
地域区によって選出された議員定数の3分の1とし，1未満の端数があると
きは，1とする」（同法第15条）としている。
　憲法は，国家権力の均衡と調和を図るため，権力分散的大統領制を採って
いるが，国会の権限や地位は，大統領のそれに比し，かなり低い。すなわち，
立法権は国会に属するが，政府にも法律案提出権がある（第52条〉。それば
かりでなく，大統領は法律案拒否権を有し（第53条），国会に「国政調査権」
（第61条〉や「予算案審議権」　（第54条）等があるが，憲法上，限度がある。
たとえば，予算の場合，予算案の編成，提出権者は政府であり（第54条第2
項），「国会は，政府の同意がなければ，政府が提出した支出予算各項の金額
を増加，若しくは新たな歳目を設置することができない」　（第57条〉。
　ここに国会の権限を要約すると次の通りである。
　租税法律主義（第59条），大統領選挙において最高得票者が2人以上の場
合，大統領選挙権（第67条第2項），国務総理任命同意権（第86条第1項），
国務総理・国務委員解任議決権（第63条第1項），国務総理等国会出席要求
質問権（第62条第2項），大統領・国務総理・国務委員・行政各部の長・憲
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法裁判所裁判官・法官・中央選挙管理委員会委員・監査院長・監査委員・そ
の他法律が定める公務員に対する弾劾訴追議決権（第65条第1項），條約締
結・宣戦布告同意権（第60条第1項〉，国軍の海外派遣・外国軍の国内駐留
に対する同意権（第60条第2項），一般赦免に対する同意権（第79条第2項），
大法院長・大法官任命同意権（第104条第1項，第2項），憲法裁判所所長任
命同意権（第111条第4項），監査院長任命同意権（第98条第2項），大統領
の緊急命令権に対する承認権（第76条〉，戒厳解除要求権（第77条〉等であ
る。
　（3）法　院
　法院は司法機関として，国民の権利を保障する機関である。
　司法権は法官で構成する法院に属し（第101条第1項），法院は，最高法院
として大法院と各級法院で組織される（同第2項）。各級法院とは，高等法
院，地方法院，家庭法院である（法院組織法第3条）。裁判は原則的に3審
制であるが，行政訴訟事件は高等法院が第1審法院の2審制（行政訴訟法第
9条），大統領選挙および国会議員選挙訴訟は大法院が管掌する1審制であ
る（大統領選挙法第134条，第135条および国会議員選挙法第145条，第146条）。
裁判の審理と判決は公開する（第109条）。また憲法は，特別法院として軍事
法院の設置を認めているが（第110条第1項），軍事法院の上告審は，大法院
が管轄する（同第2項〉。
　大法院長は，国会の同意を得て大統領が任命し（第104条第1項），大法院
判事である大法官は，大法院長の提請により大統領が任命する（同第2項）。
その他の一般法官は，大法官会議の同意を得て大法院長が任命する（同第3
項）。
　大法院長の任期は6年であり，重任できない（第105条第1項）。大法官の
任期は6年であり，法律の定めるところにより連任することができる（同第
2項）。一般法官の任期は10年であり，法律の定めるところにより連任する
ことができる（同第3項）。
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　法官は，憲法と法律により，その良心に従い，独立して審判し（第103条〉，
弾劾または禁固以上の刑の宣告を受けない限り，罷免されない（第106条第
1項）。しかし，憲法は，法官の老衰化を防ぐため停年制を規定しているが
（第105条第4項〉，法院組織法は，大法院長は70歳，大法官は65歳，高等法
院長および司法研修院長は63歳，一般法官は60歳が停年である（同法第45条
第4項）と規定している。
　（4）憲法裁判所
　韓国では，1948年，制憲憲法以来，憲法改正に伴い，違憲法律審査制度に
も多くの変化がみられる。すなわち，制憲憲法では違憲法律審査機関として，
ドイッ式の憲法委員会（委員長は副大統領，委員は大法官5人，国会議員5
人）が設けられ，第2共和国憲法も憲法裁判所（所長は審判官の中から互選，
審判官は大統領，大法院，参議院が各3人選任〉が設置された。しかし，第
3共和国憲法ではドイツ式ではなく，米国式の法院に違憲法律審査権を与え
る司法審査制を採択した。それが第4共和国憲法では，違憲法律審査権，弾
劾審判権，政党解散決定権をもつ，ドイツ式の憲法委員会制度（委員長は委
員の中から大統領が任命，委員は国会選出3人，大法院長指名3人を含む9
人を大統領が任命）に戻り，第5共和国憲法も第4共和国憲法と同じく憲法
委員会制度（構成も同じ）を継承した。第6共和国の現行憲法も，司法審査
制ではなく憲法裁判所制度を導入している。
　憲法裁判所は，法官の資格を有する9人の裁判官で構成され（第1！1条第
2項〉，次のような特色をもっている。
　第1に，そめ構成員が法官資格者であり，具体的事件に対して司法手続に
従って憲法と法律を適用，審判する司法的憲法保障機能をもっている。
　第2に，違憲法律審査，政党解散審判，弾劾審判，機関間の権限争議審判，
憲法訴願審判の特定事項の審判機関であり，機関争訟，弾劾決定，政党解散
決定は，憲法裁判所が始審であり，終審である。従って最終審判機能をもっ
ている。
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　第3に，立法の違憲性を審査し，法律の無効宣言ができる。また大統領を
含む公務員に対する弾劾審判権をもち，その位置は唯一の機関ではないが国
の最高機関の一角を占める。
　第4に，国民の基本権が公権力によって侵害されたとき，救済請求する憲
法訴願を審判し，基本権保障機能をもっている。
　憲法裁判所の裁判官は，法官の資格を有する国会選出3人，大法院長指名
3人を含む9人を大統領が任命し（第111条第3項〉，憲法裁判所の長は，国
会の同意を得て裁判官の中から大統領が任命する（同第4項）。裁判官の任
期は6年である（第112条）。裁判所長は70歳，裁判官は65歳が停年である
（憲法裁判所法第7条第2項）。
　裁判官は，憲法と法律に基づいて，その良心に従い，独立して審判し（第
！13条，憲法裁判所法第4条），政党に加入し，若しくは政治に関与してはな
らず，弾劾または禁固以上の刑の宣告を受けない限り，罷免されない（第11
2条第2項，第3項）。
　憲法裁判所は常設機関であり（第113条，憲法裁判所法第13条），管掌事項
は次の通りである（第111条第1項）。
　1．法院の提請による法律の違憲与否審判
　2．弾劾の審判
　3。政党の解散審判
　4．国家機関相互間，国家機関と地方自治団体間および地方自治団体相互
　　間の権限争議に関する審判
　5．法律の定める憲法訴願に関する審判
　憲法裁判所の審判定足数は，裁判官7人以上の出席で事件を審理し，過半
数の賛成で決定をする。しかし，法律の違憲決定，弾劾の決定，政党解散の
決定，または憲法訴願に関する容認決定をするとき，また，従前，憲法裁判
所が判示した憲法または法律の解釈適用に関する意見を変更する場合は，裁
判官6人以上の賛成がなければならない（第113条第1項，憲法裁判所法第2
3条）。
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（注）
（1）金哲沫教授はこの規定により，　「大韓帝国の領土である韓半島と附属島喚に対す
　　る支配権の正統性を主張することができ，大韓民国領土外に居住している旧大韓
　帝国民の子孫に対する支配権の正統性を主張することができ，彼らをわが国民と
　看傲し，大韓帝国の権利・義務を継承することになる」とされる（同・韓国憲法
　史521～2頁）。
　主要参考文献
田鳳徳・韓国近代法思想史
金栄秀・大韓民国臨時政府憲法論
宋　ウ・韓国憲法改正史
金哲沫・韓国憲法史
　同　・韓国憲法
権寧星・憲法学原論
安溶教・韓国憲法
宋南献・解放30年史1．皿，
希望出版社編・解放20年史
国会図書館編・憲法制定会議録（制憲議会）憲政史資料第1輯
　同　　　　・憲法改正会議録，憲政史資料第2輯～第6輯
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前文
　悠久な歴史と伝統に輝くわが大韓民国は，3・1運動で建立された大韓民
国臨時政府の法統と不義に抗拒した4・19民主理念を継承し，祖国の民主改
革と平和的統一の使命に立脚し，正義・人道と同胞愛により民族の団結を強
固にし，すべての社会的弊習と不義を打破し，自律と調和に基づいて自由民
主的基本秩序を一層確固にし，政治・経済・社会・文化のすべての領域にお
いて各人の機会を均等にし，能力を最高度に発揮せしめ，自由と権利にとも
なう責任と義務を完遂するようにし，内においては国民生活の均等な向上を
期し，外においては恒久的な世界平和と人類共栄に貢献することによって，
われわれとわれわれの子孫の安全と自由と幸福を永遠に確保することを誓い
つつ，1948年7月12日に制定され，8次に亘って改正された憲法を，いま国
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会の議決を経て，国民投票によって改正する。
　　　　　　　　　　1987年10，月29日
第1章　総綱
第1条　　〔国号・政体・国民主権〕
①大韓民国は，民主共和国である。
②大韓民国の主権は国民にあり，すべての権力は国民から発する。
第2条　　〔国民の要件・在外国民の保護〕
①大韓民国の国民たる要件は，法律でこれを定める。
②国家は，法律の定めるところにより，在外国民を保護する義務を負う。
第3条　　〔領土〕　大韓民国の領土は，韓半島とその付属島喚とする。
第4条　　〔平和的統一指向〕　大韓民国は統一を指向し，自由民主的基本秩
　序に立脚した平和的統一政策を樹立し，これを推進する。
第5条　　〔侵略的戦争の否認・国軍の使命〕
①大韓民国は，国際平和の維持に努力し，侵略的戦争を否認する。
　②国軍は，国家の安全保障と国土防衛の神聖な義務を遂行することを使命
　とし，その政治的中立性は遵守される。
第6条　　〔条約と国際法規の効力，外国人の地位保障〕
　①憲法により締結・公布された条約および一般的に承認された国際法規は，
　国内法と同じ効力を有する。
　②外国人は，国際法と条約が定めるところにより，その地位が保障される。
第7条　　〔公務員の地位・責任・身分および政治的中立性〕
　①公務員は，国民全体に対する奉仕者であり，国民に対して責任を負う。
　②公務員の身分と政治的中立性は，法律の定めるところにより保障される。
第8条　〔政党〕
　①政党の設立は自由であり，複数政党制は保障される。
　②政党は，その目的・組織および活動が民主的でなければならず，国民の
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　政治的意思形成への参与に必要な組織を有しなければならない。
　③政党は，法律の定めるところにより，国家の保護を受け，国家は法律の
　定めるところにより，政党運営に必要な資金を補助することができる。
　④政党の目的や活動が，民主的基本秩序に違反したときは，政府は，憲法
　裁判所にその解散を提訴することができ，政党は憲法裁判所の審判により
　解散される。
第9条　　〔文化の継承・発展等〕　国家は，伝統文化の継承・発展と民族文
　化の暢達に努力しなければならない。
第2章　国民の権利と義務
第10条　　〔基本的人権の保障〕　すべての国民は，人間としての尊厳と価値
　を享有し，幸福を追求する権利を有する。国家は，個人が享有する不可侵
　の基本的人権を確認し，これを保障する義務を負う。
第11条　　〔国民の平等と特殊階級制度の否認，栄典の効力〕
　①すべての国民は，法の前に平等である。何人も，性別・宗教または社会
　的身分により，政治的・経済的・社会的・文化的生活のすべての領域にお
　いて，差別されない。
　②社会的特殊階級の制度は認められず，いかなる形態でも，これを創設す
　ること力書できない。
　③勲章等の栄典は，これを受けた者にのみ効力を有し，いかなる特権も伴
　わない。
第12条　　〔身体の自由と被告人の権利，拘束の適否審査，自白の証拠能力〕
①すべての国民は，身体の自由を有する。何人も，法律によらなければ，
　逮捕・拘束・押収・捜索または審問を受けず，法律と適法な手続によらな
　ければ，庭罰・保安処分または強制労役に服させられない。
　②すべての国民は，拷問を受けず，刑事上，自己に不利な陳述を強要され
　ない。
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③逮捕・拘束・押収または捜索は，適法な手続に基づき，検事の申請によ
　り，法官が発付する令状を提示しなければならない。但し，現行犯の場合
　と長期3年以上の刑に該当する罪を犯し，逃亡または証拠潭滅のおそれが
　あるときには，事後に令状を請求することができる。
④何人も，逮捕または拘束されたときは，直ちに弁護人の助力を受ける権
利を有する。但し，刑事被告人が自ら弁護人を依頼することができないと
　きは，国家が弁護人を附する。
⑤何人も，逮捕または拘束の理由と弁護人の助力を受ける権利があること
　を告知されなければ，逮捕または拘束されない。逮捕または拘束された者
　の家族等法律が定める者には，その理由と日時・場所が遅滞なく通知され
　なければならない。
　⑥何人も，逮捕または拘束されたときは，適否の審査を法院に請求する権
　利を有する。
⑦被告人の自白が，拷問・暴行・脅迫・拘束の不当な長期化または欺岡そ
　の他の方法により，自意で陳述したものでないと認められるとき，または
　正式裁判において，被告人の自白が，本人に不利な唯一の証拠であるとき
　は，これを有罪の証拠にしたり，若しくはこれを理由に処罰することがで
　きない。
第13条　　〔刑法不遡及，一事不再理，遡及立法の禁止と連坐制禁止〕
　①すべての国民は，行為時の法律によって犯罪を構成しない行為で訴追さ
　れることなく，同一の犯罪に対して重ねて庭罰されない。
　②すべての国民は，遡及立法により参政権の制限を受けたり，若しくは財
　産権をはく奪されない。
　③すべての国民は，自己の行為でない親族の行為により，不利益な処遇を
　受けない。
第14条　　〔居住・移転の自由〕　すべての国民は，居住・移転の自由を有す
　る。
第15条　　〔職業選択の自由〕　すべての国民は，職業選択の自由を有する。
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第16条　〔住居の自由〕　すべての国民は，住居の自由を侵害されない。住
　居に対する押収若しくは捜索のときは，検事の申請により，法官が発付す
　る令状を提示しなければならない。
第17条　〔私生活の秘密と自由〕　すべての国民は，私生活の秘密と自由を
　侵害されない。
第18条　　〔通信の自由〕　すべての国民は，通信の秘密を侵害されない。
第19条　　〔良心の自由〕　すべての国民は，良心の自由を有する。
第2Q条　　〔宗教の自由〕
　①すべての国民は，宗教の自由を有する。
　②国教は認められず，宗教と政治は分離される。
第21条　　〔言論・出版・集会・結社の自由，許可・検閲の不認定〕
　①すべての国民は，言論・出版の自由と集会・結社の自由を有するる
　②言論・出版に対する許可若しくは検閲と集会・結社に対する許可は，認
　定されない。
　③通信・放送の施設基準と新聞の機能を保障するために必要な事項は，法
　律で定める。
　④言論・出版は，他人の名誉若しくは権利または公衆道徳や社会倫理を侵
　害してはならない。言論・出版が他人の名誉若しくは権利を侵害したとき
　は，被害者は，これに対する被害の賠償を請求することができる。
第22条　　〔学間と芸術の自由・権利保護〕
　①すべての国民は，学問と芸術の自由を有する。
　②著作者・発明家・科学技術者と芸術家の権利は，法律をもって保護する。
第23条　　〔財産権の保障と制限〕
①すべての国民の財産権は，保障される。その内容と限界は，法律で定め
　る。
②財産権の行使は，公共福利に適合するようにしなければならない。
　③公共の必要による財産権の収用・使用または制限およびそれに対する補
　償は，法律によって行い，正当な補償を支給しなければならない。
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第24条　〔選挙権〕　すべての国民は，法律の定めるところにより，選挙権
　を有する。
第25条　　〔公務担任権〕　すべての国民は，法律の定めるところにより，公
　務担任権を有する。
第26条　　〔請願権〕
　①すべての国民は，法律の定めるところにより，国家機関に文書で請願す
　る権利を有する。
　②国家は，請願に対し，審査の義務を負う。
第27条　　〔裁判を受ける権利・刑事被告人の無罪推定〕
　①すべての国民は，憲法と法律に定められた法官により，法律による裁判
　を受ける権利を有する。
　②軍人または軍務員でない国民は，大韓民国の領域内では，重大な軍事上
　の機密・哨兵・哨所・有毒飲食物供給・捕虜・軍用物に関する罪のうち，
　法律に定められた場合および非常戒厳が宣布された場合を除き，軍事法院
　の裁判を受けない。
　③すべての国民は，迅速な裁判を受ける権利を有する。刑事被告人は，相
　当な理由がない限り，遅滞なく公開裁判を受ける権利を有する。
　④刑事被告人は，有罪の判決が確定されるまでは，無罪と推定される。
　⑤刑事被害者は，法律の定めるところにより，当該事件の裁判手続過程で
　陳述することができる。
第28条　　〔刑事補償〕　刑事被疑者または刑事被告人として拘禁された者が，
　法律の定める不起訴処分を受けるか，若しくは無罪判決を受けたときは，
　法律の定めるところにより，国家に正当な補償を請求することができる。
第29条　　〔国家・公共団体の賠償責任〕
　①公務員の職務上の不法行為により損害を受けた国民は，法律の定めると
　ころにより，国家または公共団体に対し，正当な賠償を請求することがで
　きる。この場合，公務員自身の責任は，免除されない。
　②軍人・軍務員・警察公務員その他法律で定める者が，戦闘・訓練等職務
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　執行と関連して受けた損害に対しては，法律が定める報償の外に，国家ま
　たは公共団体に対し，公務員の職務上の不法行為による賠償は，請求でき
　ない。
第30条　　〔国家の救助〕　他人の犯罪行為により，生命・身体に対し，被害
　を受けた国民は，法律の定めるところにより，国家から救助を受けること
　ができる。
第31条　　〔教育を受ける権利・義務，教育の自由性・中立性と生涯教育の振
　興〕
　①すべての国民は，能力に応じて，均等に教育を受ける権利を有する。
　②すべての国民は，その保護する子女に，少なくとも初等教育と法律が定
　める教育を受けさせる義務を負う。
　③義務教育は，無償とする。
　④教育の自主性・専門性・政治的中立性および大学の自律性は，法律の定
　めるところにより，保障される。
　⑤国家は，生涯教育を振興しなければならない。
　⑥学校教育および生涯教育を含む教育制度とその運営，教育財政および教
　員の地位に関する基本的な事項は，これを法律で定める。
第32条　　〔勤労の権利・義務，年少者等の保護〕
①すべての国民は，勤労の権利を有する。国家は，社会的・経済的方法に
　より，勤労者の雇用の増進と適正賃金の保障に努力し，法律の定めるとこ
　ろにより，最低賃金制を施行しなければならない。
②すべての国民は，勤労の義務を負う。国家は，勤労の義務の内容と条件
　を民主主義の原則に従って，これを法律で定める。
　③勤労条件の基準は，人間の尊厳性が保障されるよう，これを法律で定め
　る。
④女子の勤労は，特別な保護を受け，雇用・賃金および勤労条件の面にお
　いて，不当な差別を受けない。
⑤年少者の勤労は，特別な保護を受ける。
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　⑥国家有功者・傷疾軍警および戦没軍警の遺家族は，法律の定めるところ
　により，優先的に勤労の機会が附与される。
第33条　　〔勤労者の団結権等〕
　①勤労者は，勤労条件の向上のため，自主的な団結権・団体交渉権および
　団体行動権を有する。
　②公務員である勤労者は，法律が定める者に限って，団結権・団体交渉権
　および団体行動権を有する。
　③法律が定める主要防衛産業体に従事する勤労者の団体行動権は，法律の
　定めるところにより，これを制限若しくは認めないことができる。
第34条　　〔社会保障等〕
　①すべての国民は，人問として，それにふさわしい生活を営む権利を有す
　る。
　②国家は，社会保障・社会福祉の増進に努力する義務を負う。
　③国家は，女子の福祉と権益の向上のため，努力しなければならない。
　④国家は，老人と青少年の福祉向上のための政策を実施する義務を負う。
　⑤身体障害者および疾病・老令その他の事由により生活能力のない国民は，
　法律の定めるところにより，国家の保護を受ける。
　⑥国家は，災害を予防し，その危険から国民を保護するため，努力しなけ
　ればならない。
第35条　　〔環境権〕
　①すべての国民は，健康で快適な環境の下で生活を営む権利を有し，国家
　と国民は，環境保全のため，努力しなければならない。
　②環境権の内容と行使に関しては，これを法律で定める。
　③国家は，住宅開発政策等を通して，すべての国民が，快適な住居生活が
　できるよう努力しなければならない。
第36条　　〔婚姻と家族生活，保健の保護〕
　①婚姻と家族生活は，個人の尊厳と両性の平等に基づいて成立し，維持さ
　れ，国家は，これを保障する。
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　②国家は，母性の保護のため，努力しなければならない。
　③すべての国民は，保健に関して，国家の保護を受ける。
第37条　　〔国民の自由および権利の尊重と必要的制限〕
　①国民の自由と権利は，憲法に列挙されていないという理由によって，軽
　案見されない。
　②国民のすべての自由と権利は，国家安全保障・秩序維持または公共福利
　のために必要な場合に限り，法律をもって，制限することが可能であり，
　制限する場合であっても，自由と権利の本質的な内容を侵害することはで
　きない。
第38条　〔納税の義務〕　すべての国民は，法律の定めるところにより，納
　税の義務を負う。
第39条　　〔国防の義務〕
①すべての国民は，法律の定めるところにより，国防の義務を負う。
②何人も，兵役義務の履行によって不利益な処遇を受けない。
第3章国会
第40条　　〔立法権〕　立法権は，国会に属する。
第41条　　〔構成〕
　①国会は，国民の普通・平等・直接・秘密選挙によって選出された国会議
　員で構成する。
　②国会議員の数は，これを法律で定めるが，200人以上とする。
　③国会議員の選挙区と比例代表制その他選挙に関する事項は，これを法律
　で定める。
第42条　　〔議員の任期〕　国会議員の任期は，4年とする。
第43条　　〔議員の兼職制限〕　国会議員は，法律が定める職を兼ねることが
　できない。
第44条　　〔議員の不逮捕特権〕
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①国会議員は，現行犯人の場合を除いては，会期中，国会の同意なくして
　逮捕または拘禁されない。
②国会議員が会期前に逮捕または拘禁されたときは，現行犯人でない限り，
　国会の要求があれば，会期中釈放される。
第45条　　〔議員の発言・表決の免責特権）　国会議員は，国会で職務上行っ
　た発言と表決に関し，国会外で責任を負わない。
第46条　　〔議員の清廉義務〕
①国会議員は，清廉の義務がある。
②国会議員は，国家利益を優先し，良心に従って職務を行う。
③国会議員は，その地位を濫用して国家・公共団体または企業体との契約
　若しくはその処分により，財産上の権利・利益または職位を取得したり，
他人のためにその取得をあっ旋することができない。
第47条　　〔定期会・臨時会〕
①国会の定期会は，法律の定めるところにより，毎年1回集会し，国会の
　臨時会は，大統領または国会在籍議員4分の1以上の要求により集会する。
②定期会の会期は100日，臨時会の会期は30日を超過することができない。
　③大統領が臨時会の集会を要求するときは，期間と集会要求の理由を明示
　しなければならない。
第48条　　〔議長・副議長〕　国会は，議長1人と副議長2人を選出する。
第49条　　〔議決定足数と議決方法〕　国会は，憲法または法律に特別の規定
　がない限り，在籍議員過半数の出席と出席議員過半数の賛成により議決す
　る。可否同数のときは，否決されたものとみなす。
第50条　　〔議事公開の原則〕
　①国会の会議は，公開する。但し，出席議員過半数が賛成，若しくは議長
　が国家の安全保障のため必要と認めるときは，公開しないこともできる。
　②公開しなかった会議内容の公表に関しては，法律の定めるところによる。
第51条　　〔議案の次会期継続〕　国会に提出された法律案，その他の議案は，
　会期中に議決されなかった理由により，廃棄されない。但し，国会議員の
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　任期が満了したときは，この限りでない。
第52条　　〔法律案提出権〕　国会議員と政府は，法律案を提出することがで
　きる。
第53条　　〔法律の公布，大統領の拒否権，法律案の確定・発効〕
　①国会で議決された法律案は，政府に移送され，15日以内に大統領が公布
　する。
　②法律案に異議があるときは，大統領は，第1項の期間内に異議書を附し
　て国会に還付し，その再議を要求することができる。国会の閉会中もまた
　同様である。
　③大統領は，法律案の一部に対し，または法律案を修正して，再議を要求
　することができない。
④再議の要求があるときは，国会は再議に附し，在籍議員過半数の出席と
　出席議員3分の2以上の賛成により，前と同じ議決をすれば，その法律案
　は，法律として確定される。
　⑤大統領が第1項の期問内に公布または再議要求をしないときにも，その
　法律案は，法律として確定される。
⑥大統領は，第4項と第5項の規定により確定された法律を遅滞なく公布
　しなければならない。第5項により法律が確定された後，または第4項に
　よる確定法律が政府に移送された後，5日以内に大統領が公布しないとき
　には，国会議長がこれを公布する。
⑦法律は，特別な規定のない限り，公布の日から20日を経過することによ
　り，効力を発する。
第54条　　〔予算案の審議・確定権・準予算〕
①国会は，国家の予算案を審議・確定する。
②政府は，会計年度ごとに予算案を編成して，会計年度開始90日前まで国
　会に提出し，国会は，会計年度開始30日前まで，これを議決しなければな
　らない。
③新たな会計年度が開始されるまで予算案が議決されないときは，政府は，
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　国会で予算案が議決されるまで，次の目的のための経費は，前年度予算に
　準じて執行することができる。
　1．憲法若しくは法律によって設置された機関または施設の維持・運営
　2．法律上の支出義務の履行
　3．すでに予算で承認された事業の継続
第55条　　〔継続費・予備費〕
①1会計年度を越えて引続き支出の必要があるときは，政府は，年限を定
　め，継続費として，国会の議決を得なければならない。
②予備費は，総額をもって，国会の議決を得なければならない。予備費の
　支出は，次期国会の承認を得なければならない。
第56条　　〔追加更正予算〕　政府は，予算に変更を加える必要があるときは，
　追加更正予算案を編成して，国会に提出することができる。
第57条　　〔支出予算各項の増額と新費目の設置禁止〕　国会は，政府の同意
　がなければ，政府が提出した支出予算各項の金額を増加し，または新しい
　費目を設けることができない。
第58条　　〔国債募集等に対する議決権〕　国債を募集し，または予算外に国
　家の負担となる契約を締結するときは，政府は，事前に国会の議決を得な
　ければならない。
第59条　　〔租税の種目と税率〕　租税の種目と税率は，これを法律で定める。
第60条　　〔条約の締結，宣戦布告等の同意権〕
　①国会は，相互援助または安全保障に関する条約，重要な国際組織に関す
　る条約，友好通商航海条約，主権の制約に関する条約，講和条約，国家若
　しくは国民に重大な財政的負担を負わせる条約または立法事項に関する条
　約の締結・批准に対する同意権を有する。
　②国会は，宣戦布告，国軍の外国への派遣または外国軍隊の大韓民国領域
　内での駐留に対する同意権を有する。
第61条　　〔国政に関する監査・調査権〕
　①国会は，国政を監査し，若しくは特定国政事案に対して調査することが
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　でき，これに必要な書類の提出または証人の出席と証言あるいは意見の陳
　述を要求することができる。
②国政監査および調査に関する手続その他必要な事項は，これを法律で
　定める。
第62条　　〔国務総理等の国会出席・答弁の義務〕
①国務総理・国務委員または政府委員は，国会またはその委員会に出席し
　て，国政処理状況を報告し，若しくは意見を陳述し，質問に応答すること
　ができる。
②国会若しくはその委員会の要求があるときは，国務総理・国務委員また
　は政府委員は，出席・答弁しなければならず，国務総理または国務委員が
　出席要求を受けたときは，国務委員または政府委員をして，出席・答弁さ
　せることができる。
第63条　　〔国務総理・国務委員解任議決権〕
①国会は，国務総理または国務委員の解任を大統領に建議することができ
　る。
②第1項の解任建議は，国会在籍議員3分の1以上の発議により，国会在
　籍議員過半数の賛成がなければならない。
第64条　　〔国会の自律権〕
　①国会は，法律に抵触しない範囲内で，議事と内部規律に関する規則を制
　定することができる。
②国会は，議員の資格を審査し，議員を懲戒することができる。
③議員の除名は，国会在籍議員3分の2以上の賛成がなければならない。
④第2項と第3項の処分に対しては，法院に提訴することができない。
第65条　　〔弾劾訴追権とその決定の効力〕
　①大統領・国務総理・国務委員・行政各部の長・憲法裁判所裁判官・法官
　・中央選挙管理委員会委員・監査院長・監査委員その他法律に定められた
　公務員が，その職務執行において，憲法または法律に違反したときは，国
　会は，弾劾の訴追を議決することができる。
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　②第1項の弾劾訴追は，国会在籍議員3分の1以上の発議参なければなら
　ず，その議決は，国会在籍議員過半数の賛成がなければならない。但し，
　大統領に対する弾劾訴追は，国会在籍議員過半数の発議と国会在籍議員3
　分の2以上の賛成がなければならない。
③弾劾訴追の議決を受けた者は，弾劾審判があるときまで，その権限行使
　が停止される。
④弾劾決定は，公職からの罷免にとどまる。しかし，これにより民事上ま
　たは刑事上の責任が免除されるものではない。
第4章　政　府
第1節　大統領
第66条　　〔大統領の地位・責務と義務〕
　①大統領は，国家の元首であり，外国に対し国家を代表する。
　②大統領は，国家の独立・領土の保全・国家の継続性と憲法を守護する責
　務を負う。
　③大統領は，祖国の平和的統一のための誠実な義務を負う。
　④行政権は，大統領を首班とする政府に属する。
第67条　　〔大統領の選挙・被選挙権〕
　①大統領は，国民の普通・平等・直接・秘密選挙により選出する。
　②第1項の選挙において，最高得票者が2人以上のときは，国会の在籍議
　員過半数が出席した公開会議で多数票を得た者を当選者とする。
　③大統領侯補者が1人のときは，その得票数が選挙権者総数の3分の1以
　上でなければ，大統領に当選することができない。
　④大統領として選挙されることのできる者は，国会議員の被選挙権があり，
　選挙日現在，40歳に達しなければならない。
　⑤大統領の選挙に関する事項は，これを法律で定める。
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第68条　　〔大統領選挙の時期，補欠選挙〕
　①大統領の任期が満了するときは，任期満了70日ないし40日前に，後任者
　を選挙する。
　②大統領が欠位のとき，または大統領当選者が死亡若しくは判決その他の
　事由によりその資格を喪失したときは，60日以内に後任者を選挙する。
第69条　　〔大統領の就任宣誓〕　大統領は，就任に際し，次の宣誓を行う。
　“私は憲法を遵守し，国家を保衛し，祖国の平和的統一と国民の自由と福
　利の増進および民族文化の暢達に努め，大統領としての職責を誠実に遂行
　することを，国民の前で厳粛に宣誓します。”
第70条　　〔大統領の任期〕　大統領の任期は，5年とし，重任することがで
　きない。
第刀条　　〔大統領権限代行〕　大統領が欠位若しくは事故により，職務を遂
　行することができないときは，国務総理，法律によって定められた国務委
　員の順序で，その権限を代行する。
第72条　　〔重要政策の国民投票〕　大統領は，必要と認めるときは，外交・
　国防・統一その他国家の安危に関する重要政策を国民投票に附することが
　できる。
第73条　　〔外交に関する権限〕　大統領は，条約を締結・批准し，外交使節
　を信任・接受または派遣し，宣戦布告と講和を行う。
第74条　　〔国軍統帥権等〕
①大統領は，憲法と法律の定めるところにより，国軍を統帥する。
　②国軍の組織と編成は，これを法律で定める。
第75条　　〔大統領令〕　大統領は，法律により具体的に範囲を定めて委任さ
　れた事項と法律を執行するために必要な事項に関し，大統領令を発するこ
　とができる。
第76条　　〔緊急命令権〕
　①大統領は，内憂・外患・天災・地変または重大な財政・経済上の危機に
　処し，国家の安全保障または公共の安寧秩序を維持するため緊急な措置を
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　要し，国会の集会を待つ余裕がないときに限り，最小限必要な財政・経済
　上の処分若しくはこれに関し，法律の効力を有する命令を発することがで
　きる。
　②大統領は，国家の安危に関係する重大な交戦状態に処し，国家を保衛す
　るため緊急な措置を要し，国会の集会が不可能なときに限り，法律の効力
　を有する命令を発することができる。
　③大統領は，第1項と第2項の処分または命令を発したときは，遅滞なく
　国会に報告し，その承認を得なければならない。
　④第3項の承認が得られないときは，その処分または命令は，そのときか
　ら効力を失う。この場合，その命令により，改正または廃止された法律は，
　その命令が承認を得られないときから，当然，効力を回復する乙
　⑤大統領は，第3項と第4項の事由を遅滞なく公布しなければならない。
第刀条　　〔戒厳〕
　①大統領は，戦時・事変またはこれに準ずる国家非常事態において，兵力
　をもって，軍事上の必要に応じ，若しくは公共の安寧秩序を維持する必要
　があるときは，法律の定めるところにより，戒厳を宣布することができる。
　②戒厳は，非常戒厳と警備戒厳とする。
　③非常戒厳が宣布されたときは，法律の定めるところにより，令状制度，
　言論・出版・集会・結社の自由，政府および法院の権限に関し，特別の措
　置をとることができる。
　④戒厳を宣布したときは，大統領は，遅滞なく国会に通告しなければなら
　ない。
　⑤国会が在籍議員過半数の賛成により，戒厳の解除を要求したときは，大
　統領は，これを解除しなければならない。
第78条　　〔公務員任免権〕　大統領は，憲法と法律の定めるところにより，
　公務員を任免する。
第79条　　〔赦免権〕
　①大統領は，法律の定めるところにより，赦免・減刑または復権を命ずる
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　ことができる。
　②一般赦免を命ずるには，国会の同意を得なければならない。
　③赦免・減刑および復権に関する事項は，これを法律で定める。
第80条　　〔栄典授与権〕　大統領は，法律の定めるところにより，勲章その
　他の栄典を授与する。
第81条　　〔国会に対する意見表示権〕　大統領は，国会に出席して発言し，
　または書翰で意見を表示することができる。
第82条　　〔大統領の国法上の行為および副署〕　大統領の国法上の行為は，
　文書で行い，この文書には，国務総理と関係国務委員が副署する。軍事に
　関する事項もまた同様である。
第83条　　〔兼職禁止〕　大統領は，国務総理・国務委員・行政各部の長その
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　他法律が定める公私の職を兼ねることができない。
第84条　　〔刑事上の特権〕　大統領は，内乱または外患の罪を犯した場合を
　除いては，在職中，刑事上の訴追を受けない。
第85条　　〔前職大統領の身分と礼遇〕　前職大統領の身分と礼遇に関しては，
　これを法律で定める。
第2節　行政府
　　第1款国務総理と国務委員
第86条　　〔国務総理〕
　①国務総理は，国会の同意を得て，大統領が任命する。
②国務総理は，大統領を補佐し，行政に関し，大統領の命を受けて行政各
　部を統轄する。
　③軍人は，現役を退いた後でなければ，国務総理に任命されない。
第87条　　〔国務委員〕
①国務委員は，国務総理の提請により，大統領が任命する。
②国務委員は，国政に関して大統領を補佐し，国務会議の構成員として国
　政を審議する。
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③国務総理は，国務委員の解任を，大統領に建議することができる。
④軍人は，現役を退いた後でなければ，国務委員に任命されない。
　　第2款　国務会議
第88条　　〔権限，構成〕
①国務会議は，政府の権限に属する重要な政策を審議する。
②国務会議は，大統領・国務総理と15人以上30人以下の国務委員をもって
　構成する。
　③大統領は，国務会議の議長となり，国務総理は，副議長となる。
第89条　　〔審議事項〕　次の事項は，国務会議の審議を経なければならない。
　1．国政の基本計画と政府の一般政策
　2．宣戦・講和その他重要な対外政策
　3．憲法改正案・国民投票案・条約案・法律案および大統領令案
　4．予算案・決算・国有財産処分の基本計画・国家の負担となる契約その
　　　他財政に関する重要事項
　5．大統領の緊急命令・緊急財政経済処分および命令または戒厳とその解
　　　除
　6．軍事に関する重要事項
　7．国会の臨時会集会の要求
　8．栄典の授与
　9．赦免・減刑と復権
　10．行政各部間の権限の画定
　11．政府内の権限の委任または配定に関する基本計画
　12．国政処理状況の評価・分析
　13．行政各部の重要な政策の樹立と調整
　14．政党解散の提訴
　15．政府に提出または回付された政府の政策に関係のある請願の審査
　16．検察総長・合同参謀議長・各軍参謀総長・国立大学校総長・大使その
　　　他法律に定められた公務員と国営企業体管理者の任命
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　17．その他大統領・国務総理または国務委員が提出した事項
第90条　　〔国家元老諮間会議〕
　①国政の重要な事項に関する大統領の諮問に応ずるため，国家元老で構成
　される国家元老諮問会議を設けることができる。
　②国家元老諮問会議の議長は，直前の大統領とする。但し，直前の大統領
　がないときは，大統領が指名する。
　③国家元老諮問会議の組織・職務範囲その他必要な事項は，これを法律で
　定める。
第91条　〔国家安全保障会議〕
　①国家安全保障に関連する対外政策・軍事政策と国内政策の樹立に関し，
　国務会議の審議に先立ち，大統領の諮問に応ずるため，国家安全保障会議
　を設ける。
②国家安全保障会議は，大統領がこれを主宰する。
　③国家安全保障会議の組織・職務範囲その他必要な事項は，これを法律で
　定める。
第92条　　〔民主平和統一諮問会議〕
　①平和統一政策の樹立に関する大統領の諮問に応ずるため，民主平和統一
　諮問会議を設けることができる。
②民主平和統一諮問会議の組織・職務範囲その他必要な事項は，これを法
　律で定める。
第93条　　〔国民経済諮問会議〕
　①国民経済の発展のための重要政策の樹立に関し，大統領の諮問に応ずる
　ため，国民経済諮問会議を設けることができる。
　②国民経済諮問会議の組織・職務範囲その他必要な事項は，これを法律で
　定める。
　　第3款　行政各部
第94条　　〔各部の長〕　行政各部の長は，国務委員の中から，国務総理の提
　請により，大統領が任命する。
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第95条　　〔総理令と部令〕　国務総理または行政各部の長は，所管事務に関
　し，法律若しくは大統領令の委任または職権により，総理令または部令を
　発することができる。
第96条　　〔設置・組織・職務〕　行政各部の設置・組織と職務範囲は，これ
　を法律で定める。
　　第4款　監査院
第97条　　〔職務と所属〕　国家の歳入・歳出の決算，国家および法律によっ
　て定められた団体の会計検査と行政機関および公務員の職務に関する監察
　を行うため，大統領所属の下に監査院を設ける。
第98条　　〔構成〕
　①監査院は，院長を含め5人以上11人以下の監査委員をもって構成する。
　②院長は，国会の同意を得て大統領が任命し，その任期は4年とし，1次
　に限り重任することができる。
　③監査委員は，院長の提請により大統領が任命し，その任期は4年とし，
　1次に限り重任することができる。
第99条　　〔職務〕　監査院は，歳入・歳出の決算を毎年検査し，大統領と次
　年度国会に，その結果を報告しなければならない。
第100条　〔組織・職務範囲等〕　監査院の組織・職務範囲・監査委員の資格
　・監査対象公務員の範囲その他必要な事項は，これを法律で定める。
第5章　法　院
第101条　〔司法権，法院の組織，法官の資格〕
　①司法権は，法官によって構成される法院に属する。
　②法院は，最高法院である大法院と各級法院によって組織される。
　③法官の資格は，これを法律で定める。
第102条　〔大法院〕
　①大法院に，部を設けることができる。
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　②大法院に，大法官を設ける。但し，法律の定めるところにより，大法官
　でない法官を設けることができる。
　③大法院と各級法院の組織は，これを法律で定める。
第103条　〔法官の独立〕　法官は，憲法と法律により，その良心に従い，独
　立して審判する。
第104条　〔大法院長・大法官等の任命〕
　①大法院長は，国会の同意を得て，大統領が任命する。
　②大法官は，大法院長の提請により，国会の同意を得て，大統領が任命す
　る。
　③大法院長と大法官でない法官は，大法官会議の同意を得て，大法院長が
　任命する。
第105条　〔法官の任期・連任・停年〕
　①大法院長の任期は6年とし，重任することができない。
　②大法官の任期は6年とし，法律の定めるところにより，連任することが
　できる。
③大法院長と大法官でない法官の任期は，10年とし，法律の定めるところ
　により，連任することができる。
④法官の停年は，これを法律で定める。
第106条　〔法官の身分保障〕
①法官は，弾劾または禁固以上の刑の宣告によらなければ罷免されず，懲
　戒処分によらなければ停職・減俸その他不利な処分を受けない。
　②法官が重大な心身上の障害により職務を遂行することができないときは，
　法律の定めるところにより，退職させることができる。
第107条　〔法院と憲法裁判所，大法院の命令等の審査権，行政審判の手続〕
　①法律が憲法に違反するかどうかの与否が裁判の前提となる場合，法院は，
　憲法裁判所に提請し，その審判に基づいて裁判する。
　②命令・規則または処分が，憲法若しくは法律に違反するか否かが裁判の
　前提となる場合，大法院は，これを最終的に審査する権限を有する。
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③裁判の前審手続として，行政審判を行うことができる。行政審判の手続
　は，法律をもって定めるが，司法手続が準用されなければならない。
第108条　〔大法院の規則制定権〕　大法院は，法律に抵触しない範囲内で，
　訴訟に関する手続，法院の内部規律と事務処理に関する規則を制定するこ
　とができる。
第109条　〔裁判公開の原則〕　裁判の審理と判決は，これを公開する．但し，
　審理は，国家の安全保障または安寧秩序を防げたり，善良な風俗を害する
　おそれがあるときは，法院の決定により，公開しないことができる。
第110条　〔軍事法院〕
　①軍事裁判を管轄するために，特別法院として，軍事法院を設けることが
　できる。
　②軍事法院の上告審は，大法院で管轄する。
　③軍事法院の組織・権限および裁判官の資格は，これを法律で定める。
　④非常戒厳下の軍事裁判は，軍人・軍務員の犯罪または軍事に関する間諜
　罪の場合と哨兵・哨所・有毒飲食物供給・捕虜に関する罪のうち，法律で
　定められた場合に限り，単審とすることができる。但し，死刑を宣告され
　た場合は，この限りでない。
第6章憲法裁判所
第111条　〔管掌事項と裁判官の任命〕
　①憲法裁判所は，次の事項を管掌する。
　　1．法院の提請による法律の違憲与否審判
　　2．弾劾の審判
　　3．政党の解散審判
　　4．国家機関相互間，国家機関と地方自治団体問および地方自治団体相
　　　　互間の権限争議に関する審判
　　5．法律の定める憲法訴願に関する審判
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　②憲法裁判所は，法官の資格を有する9人の裁判官をもって構成し，その
　裁判官は，大統領が任命する。
　③第2項の裁判官のうち，3人は国会が選出する者を，3人は大法院長が
　指名する者を任命する。
　④憲法裁判所の長は，国会の同意を得て，裁判官の中から大統領が任命す
　る。
第112条　〔裁判官の任期と資格等〕
　①憲法裁判所裁判官の任期は6年とし，法律の定めるところにより，連任
　することができる。
　②憲法裁判所裁判官は，政党に加入し，政治に関与することができない。
③憲法裁判所裁判官は，弾劾または禁固以上の刑の宣告によらなければ，
　罷免されない。
第113条　〔違憲決定等の手続と組織・運営等〕
①憲法裁判所が法律の違憲決定，弾劾の決定，政党解散の決定または憲法
　訴願に関する認容決定をするときは，裁判官6人以上の賛成がなければな
　らない。
②憲法裁判所は，法律に抵触されない範囲内で，審判に関する手続，内部
　規律と事務管理に関する規則を制定することができる。
③憲法裁判所の組織と運営その他必要な事項は，これを法律で定める。
第7章選挙管理
第114条　〔選挙管理委員会〕
①選挙と国民投票の公正な管理および政党に関する事務を処理するため，
　選挙管理委員会を設ける。
　②中央選挙管理委員会は，大統領が任命する3人，国会が選出する3人と
　大法院長が指名する3人の委員をもって構成する。委員長は，委員の中か
　ら互選する。
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③委員の任期は，6年とする。
④委員は，政党に加入し，政治に関与することができない。
⑤委員は，弾劾または禁固以上の刑の宣告によらなければ，罷免されない。
　⑥中央選挙管理委員会は，法令の範囲内で，選挙管理・国民投票管理また
　は政党事務に関する規則を制定することができ，法律に抵触されない範囲
　内で，内部規律に関する規則を制定することができる。
　⑦各級選挙管理委員会の組織・職務範囲その他必要な事項は，これを法律
　で定める。
第115条　〔選挙管理委員会の対行政機関指示権〕
　①各級選挙管理委員会は，選挙人名簿の作成等選挙事務と国民投票事務に
　関し，関係行政機関に必要な指示をすることができる。
　②第1項の指示を受けた当該行政機関は，これに応じなければならない。
第116条　〔選挙運動と選挙経費〕
　①選挙運動は，各級選挙管理委員会の管理の下で，法律の定める範囲内で
　行い，均等な機会が保障されなければならない。
　②選挙に関する経費は，法律の定める場合を除き，政党または侯補者に負
　担させることができない。
第8章　地方自治
第117条　〔地方自治団体の自治権，種類〕
　①地方自治団体は，住民の福利に関する事務を処理し，財産を管理し，法
　令の範囲内で自治に関する規定を制定することができる。
　②地方自治団体の種類は，これを法律で定める。
第118条　〔地方議会の組織・運営〕
　①地方自治団体に議会を設ける。
　②地方議会の組織・権限・議員選挙と地方自治団体の長の選任方法その他
　地方自治団体の組織と運営に関する事項は，これを法律で定める。
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第9章経済
第119条　〔経済秩序の基本，規制と調整〕
　①大韓民国の経済秩序は，個人と企業の経済上の自由と創意を尊重するこ
　とを基本とする。
　②国家は，均衡のとれた国民経済の成長および安定と適正な所得の分配を
　維持し，市場の支配と経済力の濫用を防止し，経済主体問の調和を通じて
　経済の民主化のため，経済に関する規制と調整を行うことができる。
第120条　〔自然資源の採取・開発等の特許・保護〕
　①鉱物その他重要な地下資源・水産資源・水力と経済上利用することので
　きる自然力は，法律の定めるところにより，一定期問，その採取・開発ま
　たは利用を特許することができる。
　②国土と資源は，国家の保護を受け，国家は，その均衡のある開発と利用
　のため，必要な計画を樹立する。
第121条　〔農地の小作・賃貸借・委託経営〕
　①国家は，農地に関し，耕者有田の原則が達成されるよう努めなければな
　らず，農地の小作制度は，これを禁止する。
　②農業生産性の提高と農地の合理的な利用のため，またはやむを得ない事
　情による農地の賃貸借と委託経営は，法律の定めるところにより，これを認
　める。
第122条　〔国土の利用制限と義務〕　国家は，国民すべての生産および生活
　の基盤となる国土の効率的かつ均衡ある利用・開発と保全のため，法律の
　定めるところにより，それに関する必要な制限と義務を課することができ
　る。
第123条　〔農漁村総合開発・農水産物の価格安定，中小企業の保護育成〕
①国家は，農業および漁業を保護・育成するため，農・漁村総合開発とそ
　の支援等必要な計画を樹立・施行しなければならない。
②国家は，地域問の均衡ある発展のため，地域経済を育成する義務を負う。
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③国家は，中小企業を保護・育成しなければならない。
　④国家は，農水産物の需給均衡と流通構造の改善に努め，価格安定を図る
　ことにより，農・漁民の利益を保護する。
　⑤国家は，農・漁民と中小企業の自助組織を育成しなければならず，その
　自律的活動と発展を保障する。
第124条　〔消費者保護〕　国家は，健全な消費行為を啓導し，生産品の品質
　向上を促すための消費者保護運動を，法律の定めるところにより，これを
　保障する。
第125条　〔貿易の育成〕　国家は，対外貿易を育成し，これを規制・調整す
　ることカごできる。
第126条　〔私企業の国・公有化または統制等禁止〕　国防上または国民経済
　上，緊切な必要により，法律の定める場合を除いては，私営企業を国有ま
　たは公有に移転したり，その経営を統制または管理することができない。
第127条　〔科学技術の発展と国家標準制度確立〕
　①国家は，科学技術の革新と情報および人力の開発を通して，国民経済の
　発展に努めなければならない。
　②国家は，国家標準制度を確立する。
　③大統領は，第1項の目的達成のために必要な諮問機構を設けることがで
　きる。
第10章　憲法改正
第128条　〔改正提案権〕
　①憲法改正は，国会在籍議員過半数または大統領の発議により提案される。
　②大統領の任期延長または重任変更のための憲法改正は，その憲法改正提
　案当時の大統領に対しては，効力を有しない。
第129条　〔憲法改正案公告〕　提案された憲法改正案は，大統領が，20日以
　上の期問，これを公告しなければならない。
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第130条　〔改正案の議決と確定・公布〕
　①国会は，憲法改正案が公告された日から60日以内に議決しなければなら
　ず，国会の議決は，在籍議員3分の2以上の賛成を得なければならない。
②憲法改正案は，国会が議決した後，30日以内に国民投票に附し，国会議
　員選挙権者過半数の投票と投票者過半数の賛成を得なければならない。
③憲法改正案が第2項の賛成を得たときは，憲法改正は確定し，大統領は，
　即時これを公布しなければならない。
附則
第1条　〔施行日〕　この憲法は，1988年2月25日から施行する。但し，こ
　の憲法を施行するために必要な法律の制定・改正とこの憲法による大統領
　および国会議員の選挙その他この憲法施行に関する準備は，この憲法施行
　前にすることができる。
第2条　　〔最初の大統領選挙と任期〕
　①この憲法による最初の大統領選挙は，この憲法施行日40日前までに実施
　する。
　②この憲法による最初の大統領の任期は，この憲法施行日から開始する。
第3条　〔最初の国会議員とこの憲法施行当時の国会議員の任期〕
　①この憲法による最初の国会議員選挙は，この憲法公布日から6月以内に
　実施し，この憲法によって選出された最初の国会議員の任期は，国会議員
　選挙後，この憲法による国会の最初の集会日から開始する。
　②この憲法公布当時の国会議員の任期は，第1項による国会の最初の集会
　日前日までとする。
第4条　　〔この憲法によって選挙方法若しくは任命権者が変更された場合〕
①この憲法施行当時の公務員と政府が任命した企業体の任員は，この憲法
　により任命されたものとみなす。但し，この憲法によって選任方法若しく
　は任命権者が変更された公務員と大法院長および監査院長は，この憲法に
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　より後任者が選任されるまで，その職務を行い，この場合，前任者である
　公務員の任期は，後任者が選任される前日までとする。
　②この憲法施行当時の大法院長と大法院判事でない法官は，第1項但書の
　規定に拘らず，この憲法により任命されたものとみなす。
　③この憲法中公務員の任期または重任制限に関する規定は，この憲法によ
　り，その公務員が最初に選出または任命されたときから適用する。
第5条　　〔この憲法施行当時の法令と条約〕　この憲法施行当時の法令と条
　約は，この憲法に違反しない限り，その効力を持続する。
第6条　　〔この憲法施行当時の機関〕　この憲法施行当時，この憲法により
　新たに設置される機関の権限に属する職務を行っている機関は，この憲法
　によって新たな機関が設置されるまで存続し，その職務を行う。
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